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第 章第 章第 章第 章    基 計 策定 経緯基 計 策定 経緯基 計 策定 経緯基 計 策定 経緯    

    

    経緯経緯経緯経緯    

成   千早赤阪村行政経営戦略 ン 策定 行財政改革 推進  

            合併協議破綻後 財政基盤 強化 緊急対策

成 度 度 カ 集中期間 千早赤

阪村行政経営戦略 ン 行財政改革 推進 策定  

            ン 行財政改革 取 組 一 役場庁舎 含

公共施設 整理 統合 い 検討 進  

 

成    第 次千早赤阪村総合計 策定 く 推進  

            行財政改革 財政基盤 強化 推進 一方 元気 笑

顔あふ やあ く 基 計

第 次総合計 目標 度 成 度 策定

 

 

        東日 大震災 発生 

       日 午後 時 分 秒 宮城県牡鹿半島 東南東

ずＲ 仙 市 東方 キ 洋 底 震源 日

周辺 観測史 最大 地震 東日 大震災 発生

 

地震 規模 ン マ ニチュ 被害

成 日時点 震災 死者 行方不明

者 , 人 建築物 全壊 半壊 合わ 万 ,

戸 い  

            地震 庁舎被害 福島県 須賀川市役所。震度 強)庁舎

倒壊 危険 庁舎 閉鎖 県 郡山市役所。震度 弱)展望室

倒壊 死者 宮城県 南 陸 防災対策庁舎 津波

職員 人 犠牲 甚大 被害  

 

成    財政収支 改善  

            村民 皆 理解 協力 行財政改革 取組効果

表 当初見込 い 成 度 累積赤字約

億 千 百万 前倒 解消 見通  
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          千早赤阪村長選挙 

            任期満了 伴う村長選挙 執行 全  心

く 防災拠点施設 整備 中心 く 役場機能

集約 掲 松 村長 再選 新 村政運営 始

 

 

          公共施設等 あ 方 関 検討委員会 検討開始 

            昭和 建築 築 経過 現庁舎 い 東日

大震災 教訓 防災拠点施設 整備 現庁舎 く

教育課 保健センタ 健康福祉課 分散 い 役

場機能 集約化 目的 庁舎 あ 方 い 再検討 始

 

 

成   千早赤阪村庁舎建設検討委員会 設置 

            新庁舎 建設 検討 住民参 幅い広い見地

意見 求 庁舎建設検討委員会 設置  

 

 

    基 計 位置基 計 位置基 計 位置基 計 位置     

基 計 建設場所や規模 機能 事業費 事業手法 課題 解決方法等 基

設計 向 諸条件 具体的 整理 検討 行う  

 

※新庁舎建設 流  

 

 

 

 

 

 

     現状 課題現状 課題現状 課題現状 課題    

  。1) 庁舎 現状 

現 至 庁舎建設 歴史 昭和 千早村 赤阪村 合併 千早赤阪村

誕生 契機 行政 拠点施設 昭和 鉄筋コン

階建 庁舎 建設 後議場 増改築 行い 昭和 別館

建設  

基

本

計

画

 

基

本

設

計

 

実

施

設

計

 

建

設

工

事

 

完

 
 

成
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更 人口増加等 行政需要 多様化 対応 成 く

建設 成 保健センタ 建設 現 至 い  

現 執務体制 庁舎 総務課 人事財政課 住民課 別館 水

課 建屋 地域振興課 く 教育課 保健センタ 健康福祉

課 配置 役場機能 分散化 懸念 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現庁舎 位置及 規模等  

 竣  工  昭和 建築 

 築 数   

 構  造  庁舎及 別館 鉄筋コン 造 Ｃ構造  

            軽量鉄骨造 構造  

 敷地面積  ， ㎡ 

 建築面積  庁舎 ㎡ 別館 ㎡ ㎡ 

 延床面積  庁舎 ㎡ 別館 ㎡ ㎡ 

 階  数  庁舎地 階 別館地 階 地 階 

執 務 室  ＜ 庁舎＞ 

階 人事財政課 財政 人事 秘書 総務課 税務 住民

課 保険 金 国保 環境衛生 戸籍 会計 村長室

副村長室 電算室 

階 総務課 企 消防防災 広報 議会事務局 議場 

        ＜別 館＞ 

階 車庫 書庫 

階 水 課 水 水  

        ＜ ＞ 

階 地域振興課 都市建設 く  

階 会議室 

        ※参考 

＜保健センタ ＞ 

階 健康福祉課 健康 福祉 子育 護 国保診療所 

階 社会福祉協議会事務局 会議室 
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。「) 現庁舎 主 課題 

 庁舎 館建物 設備 老朽化 

昭和 建築基準法改正前 建築 建物 あ 耐震性 問題 あ

現 基準 適 建物 大規模 補強工事 必要 考

え 耐震補強 コン 強度 一定以 数値 確

保 耐震補強 耐震補強 能 場合 耐震壁

設置 い 執務形態 効率性 悪く 考え

 

庁舎 館 い 昭和 建設

以 経過 建物 老朽化

雨漏 多数 箇所 生

都度 防水補修対応 い 完全 修

復 井 壁 ッ

雨水 染 出 雨量

室 床 水 あ

他 空調及 電気設備等 い 機能 維

持 修繕 対応 い 状況

 

 

 ア 等 問題 

公共施設 高齢者等 配慮 ア

対応 必要 庁舎 館

い 十分 整備 い い状況

増改築 庁舎 複雑 不

便 利用 くい状況  

 

 駐車場 問題 

庁舎 駐車場 狭い 混雑

多く 車 訪 人 不便 利用

くい状況  

 

 

 

 

 

手 い急 階段手 い急 階段手 い急 階段手 い急 階段    

狭い駐車ス ス狭い駐車ス ス狭い駐車ス ス狭い駐車ス ス    

剥 落 壁剥 落 壁剥 落 壁剥 落 壁    

屋根雨漏 修繕屋根雨漏 修繕屋根雨漏 修繕屋根雨漏 修繕    
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 役場機能 分散 問題 

役場機能 庁舎 別館 保健セ

ンタ く 分散

い 村民 皆 役場へ 申請や

相談等 庁舎間 移動 伴う

起 大変不便 状況 後 少子

高齢化 進展 中 利便性 いワンス

ッ 村民サ ビス 提供 必要  

多様化 村民 要望 対 迅 適正 対応 各課間 協議 連

携 以 求 中 会議及 決裁 庁舎間 移動 必要

現状 い 行政運営 非効率的 状況 あ  

災害発生時 各課 連携 災害対策 部 指示 被害状

況 正確 把握 関係機関 連絡調整 的確 迅

対応 求 課 職員 離 い 現状 い う

対応 支障 問題 あ  

庁舎 い 建物や設備 修繕費 電気料金 光熱水

費 設備 保 点検費用 固定的 経費 掛 効率的 行政

運営 妨 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

狭あい化 執務室狭あい化 執務室狭あい化 執務室狭あい化 執務室    
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        新庁舎建設 必要性新庁舎建設 必要性新庁舎建設 必要性新庁舎建設 必要性    

。1) 現 庁舎 昭和 完成 現 築後 耐用

限。 ) 経過 構造部分 劣化 壁 割 や剥

雨漏 給排水設備 配管 腐食 あ 電気設備 限界 い

特 庁舎 い 成 発生 東日 大震災 い

後 余震発生 相 役場庁舎 倒壊 恐 あ 庁舎

災害対策 部 設置 実例 あ  

 

。「) 役場庁舎建築構造物劣化調査結果 役場 庁舎 階部分 コン

縮強度 均強度 Ｎ ｍｍ「 あ 基準値 Ｎ ｍｍ「以

構造 耐震補強 改修 耐震化 不 能 あ  

 

。」) 業務 多様化 手狭 役場機能 保健センタ やく

分散 い 村民 皆 来訪者 不便 施設 い

庁舎 老朽化及 狭隘化 高齢者や障害者等 利用 や い

施設へ 改善 十分 行え い い 駐車場 い 駐車ス

ス 少 く 駐車場不足 絶え い 分散化 災害時 初期活動 懸念

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新庁舎建設 必要性  

高い耐震性能 村民 行政サ ビス 向  

★災害非常時 防災拠点 機能 備え 拠点 く 東日 大震

災 教訓  

★ワンス ッ 窓口 サ ビス 実 

    ★幼児 高齢者 誰 利用 や い庁舎 実現 

    ★効率的 事務ス ス 確保 

★ く 拠点 く や情報発信基地  

後 新 行政需要 対応 村民サ ビス機能 向

新庁舎 建設 意義 あ 村民 全 心 生活 支え 早急 新庁

舎 建設 必要  

課題解消 
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第第第第 章章章章    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎建設建設建設建設 基本理念 方向性 新庁舎 求 機基本理念 方向性 新庁舎 求 機基本理念 方向性 新庁舎 求 機基本理念 方向性 新庁舎 求 機能能能能    

    

    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎建設建設建設建設 基本理念基本理念基本理念基本理念    

   新庁舎建設 第 次総合計 け 将来像 集う 育  

優 い 結ぶ ～ち やあ ～ 実現 た く

進 核 新庁舎 位置 け 民 や絆 育 民主体

く 拠点 民生活 支え 民 心 全 防災拠点

整備 進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新庁舎建設 基本理念 

～ 剛山

せ

里 ち やあか か 核と 庁舎～ 

○ むら 心 全を 庁舎 

○ むら 新しい時代 対応す 庁舎 

○ むら 住民 や しい開か た庁舎 

○ むら 景観をリ ドす 庁舎 

 

 

 

 

 

剛山 せ 里

ち やあか か

核と 庁舎

基本理念

むら

心 全を

庁舎

基本理念

むら 新し

い時代 対応

す 庁舎

基本理念

むら 住民

や しい開

か た庁舎

基本理念

むら 景観

をリ ドす

庁舎
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    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎建設建設建設建設 方向性方向性方向性方向性    

 

” ” 心 全” ” 心 全” ” 心 全” ” 心 全

庁舎庁舎庁舎庁舎

新庁舎 方向性新庁舎 方向性新庁舎 方向性新庁舎 方向性

基本基本基本基本

理念理念理念理念

十 構造 全性 実現

民 避難拠点 活用

災害時 防災拠点

 
 

   最近多発 多様化 災害 庁舎 柔軟 迅 的確 応 防

災拠点 基本機能 確保  

   庁舎 高い耐震性能 有 災害時 策本部や復興本部 機能 備えた防災拠点

機能 強化 民 心 全 庁舎 心 全 千早赤阪

拠点  

 

   災害時 防災拠点 

災害時 策本部 防災拠点機能 確保  

 

緊急時 迅 確 情報 伝達 防災  

確立  

災害時 防災備蓄倉庫や耐震貯水槽等 バッ  

ッ 充実 防災活動 支 い庁 

舎  

 

   民 避難拠点 活用 

   民 一時避難拠点 利用可能 屋外 確保  

 

 

 

 

 

防災 策室 四万十市防災 策室 四万十市防災 策室 四万十市防災 策室 四万十市     
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” ” 新 い時代 応” ” 新 い時代 応” ” 新 い時代 応” ” 新 い時代 応

庁舎庁舎庁舎庁舎

新庁舎 方向性新庁舎 方向性新庁舎 方向性新庁舎 方向性

基本基本基本基本

理念理念理念理念

民 利便性 向上

環境 や く経済性 優 た ン庁舎

行政 ビ 機能 業務 向上

人 や い庁舎

 

  

   国 化 少子高齢化 環境共生 省エネ 時代 応 庁舎  

た 行政 多様化や情報化 飛躍的 進展 視野 将来 変化 応

柔軟 庁舎  

 

   民 利便性 向上 

   効率的 適 行政 ビ 提供 た  

    ワン ッ ビ 化 窓口 向けた施設 

整備 進  

   車 訪 人 た 駐車 充実 図     

 

 

   行政 ビ 機能 業務 向上 

   新庁舎 統合 こ 各行政部門 集約  

民 行政 ビ 機能 業務効率 向上 

図  

   行政 ビ 向上 た 今後 進化  

高度情報化 応 いわゆ 電子 タ  

保護 管理 民 個人情報や各種情報 漏えい 

防 情報 強化 図 施設  

 

   環境 や く経済性 優 た ン庁舎 

   環境配慮型 庁舎 環境 や い持続可能 

庁舎  

   自然エネ 積極的活用等 陽 や木質バ 

マ 再生可能エネ 省エネ  

設備導入 環境 配慮 た効率的･経済性  

窓口 ウンタ窓口 ウンタ窓口 ウンタ窓口 ウンタ 西予市西予市西予市西予市     

執務室空間 四万十執務室空間 四万十執務室空間 四万十執務室空間 四万十市市市市     

陽 発電装置 盛岡陽 発電装置 盛岡陽 発電装置 盛岡陽 発電装置 盛岡市市市市     
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優 た ン庁舎  

財政 与え 影響 抑え た 過剰 投資 い う 長期 わた 庁舎

機能 維持管理 た 施設 長 命化 維持管理 容易 設備更

新 応 工 長期的 維持管理経費 軽減 可能 効率的

経済的 施設  

 

   人 や い庁舎 

人 快適 環境 提供 バ ン 人 や

い庁舎  

庁舎 使用 料 自然素 や人 や い素 積極的 使用  

 

 

” ” 住民 や い開” ” 住民 や い開” ” 住民 や い開” ” 住民 や い開

た元気 庁舎た元気 庁舎た元気 庁舎た元気 庁舎

新庁舎 方向性新庁舎 方向性新庁舎 方向性新庁舎 方向性

基本基本基本基本

理念理念理念理念

民活動 発信 交流拠点

総合的 情報発信拠点

元気 く 拠点

 

 

庁舎 民 利用 や 基本 落ち着い ビ 受け 環境 第    

  一 た 民 気軽 立ち寄 こ 親 や くわ や い庁

舎  

来庁者 配慮 た施設 民 開 た庁舎  

た 行政改革や地域主権 民参加 推進等 地方自治 進展 応 地域社  

  会 連携 深 民 行政 進 く 拠点 庁舎

 

 

   総合的 情報発信拠点 

   細 行政情報 発信  

情報や行政情報 検索 支援  

   民 身近 議会 う 傍聴席  

出入 や い う 配置 議会機能  

充実 図 た 議場 一定 制約  

多目的 利用可能 空閑 う創意工  

市民情報提供 妙高市民情報提供 妙高市民情報提供 妙高市民情報提供 妙高市市市市     
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   民活動 発信 交流拠点 

   民 出会い 交流 ン 確保  

 

 

 

 

 

   元気 く 拠点 

   地域社会 連携 深 民 行政 進 く 拠点

 

地域 活性化策 施設機能 加えた複合機能 

施設  

 

 

 

 

 

 

玄関 民 八千代玄関 民 八千代玄関 民 八千代玄関 民 八千代     

可変可能 議場 千代田区可変可能 議場 千代田区可変可能 議場 千代田区可変可能 議場 千代田区     

役所内 設置 たコンビ役所内 設置 たコンビ役所内 設置 たコンビ役所内 設置 たコンビ

明石明石明石明石市市市市     
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” ” 景観” ” 景観” ” 景観” ” 景観

庁舎庁舎庁舎庁舎

新庁舎 方向性新庁舎 方向性新庁舎 方向性新庁舎 方向性

基本基本基本基本

理念理念理念理念

地域 溶け込 景観 庁舎

民 親 愛着 持た 庁舎

千早赤阪 醸 出 庁舎

 

  

   本 有 自然 歴史 文化 産業 都市機能 地域 特色 活 た千早

赤阪 い庁舎  

た 民や 訪 人 豊 歴史 美 い自然 千早赤阪 実

感 庁舎  

 

  地域 溶け込 景観 庁舎 

地域 特色や敷地特性 活 民 開 た親 や い空間 創造

 

周辺環境 圧迫感 与え い う配慮 通行者 う いあ 景観 提供

 

  

   千早赤阪 醸 出 庁舎 

千早赤阪 歴史 風土 自然景観 活 た千早赤阪 表現

景観 く  

風土や空間要素 現代 進的 技術 地元産業 一 あ 林業

活 た 料 再構成 風土 現代 調和  

 

   民 親 愛着 持た 庁舎 

千早赤阪 歴史や文化 感 民 活動 交流 通 愛着感

醸成 庁舎  

 

 

 

 

 

 

 

ッ 箕面ッ 箕面ッ 箕面ッ 箕面市市市市     
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    新庁舎 求 機能新庁舎 求 機能新庁舎 求 機能新庁舎 求 機能    

 防災機能 

   災害 策本部会議室等 災害 策機能 整備 

   災害応急 策活動 必要 施設 耐震性 有 た耐震構造等 

   災害管理拠点 や 応 ネッ ワ や情報 整備 

   備蓄防災倉庫 整備 自家発電設備や貯水槽 設置 ン 整備 

   避難地 駐車 整備 

 

 窓口機能 ワン ッ  

   関連窓口 近接設置 ワン ッ ビ 手法 導入 

   窓口環境 向上 待合 確保 

   バ 配慮 た相談 個別 ウンタ 設置 

    

   執務機能 

   仕 い ン 基本 

   事務 内 作業 打ち合わせ 設置 

   収納 確保 

   会議室 確保 

 

   住民機能 生涯学習機能 

   協働 く 拠点 情報共有コ 設置 

   利用 や い空間 ビ 確保 

 

   議会機能 

   民 開 た議会機能 確保 

   開 た議会 た 利用 や い傍聴席 確保 

 

   施設管理機能 

   機械設備や防犯設備等 一元的 管理 導入 

   地元産 活用 

   自然エネ 省エネ 配慮 た設備等 整備 Ｌ 照明 省エネ型機 

    器 導入 陽 発電装置 設置等  

 

   複合施設機能 

   商業系 施設機能 導入 
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第第第第 章章章章    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎 規模規模規模規模    

    

    新庁舎延床面積 算定新庁舎延床面積 算定新庁舎延床面積 算定新庁舎延床面積 算定    

   新庁舎 延床面積 い 次 前提条件 基 新営一般庁舎面積算定基準

国土交通省 算定 ほ 成 度ま 総務省 使用 い 起債許

標準面積算定基準 基 く面積 算定 参考値 適正 規模 ま  

 

前提条件  

人 口 

人口 い 本村 第 次総合計 将来人口 目標数

値 , 人 成 度 ま  

職 員 数 

職員数 い 千早赤阪村定員管理計 成 度～

度 け 適正 職員数総数 人 目標 度 い

ま 成 現在 人 い こ 現行

組 踏まえ 算定 人 職員 特別職 人 成

度新規職員採用 増職員 人 計 人 新庁舎 配置 職

員数 ま  

議 員 数 

千早赤阪村議会 議員 定数 定 条例 議員数 人

ま  

組  

組 構成 い 今 法改正や地方分権 進捗状況 規制

改革 推進 将来 予測 困難 あ 現時点 組 構成

基本 想定 ま  
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  。1) 各種基準等 面積算定 

新庁舎 建設 場合 庁舎 延床面積等 算定 方法 次 方法 用い

ま  

総務省 地方債同意等基準 参考 算定方法 

国土交通省 新営一般庁舎面積算定基準 参考 算定方法 

現状 床面積 求 方法 

 

      総務省 地方債庁舎面積算定基準 参考 算定方法総務省 地方債庁舎面積算定基準 参考 算定方法総務省 地方債庁舎面積算定基準 参考 算定方法総務省 地方債庁舎面積算定基準 参考 算定方法                                                                

    庁舎 建設 あ 財源 地方債 充 こ 認

庁舎面積 基準 総務省 地方債同意等基準運用要綱 起債対象

標準面積 記載 いま こ 基準 職員数 事務室や会議室等

面積 求  

    総務省 示 面積 村民交流 面積や防災機能 福利厚生等

面積 含ま いませ こ 総務省基準 求 庁舎面積 こ 付

加機能分 面積 他市 村 例 参考 庁舎面積 ％ ㎡

加算 ま こ 結果 総務省 地方債同意等基準 参考 算定

庁舎 面積 ㎡ ま  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

摘 要

事 務 室 ㎡× 換算職員数 ㎡

職員数換算率

特 別 職 人 人

部長 次長級 人 人

課 長 級 人 人

課長代理 係長級 人 人

製図職員 人 人

一般職員 人 人

人 人

倉 庫事務室面積の ％ ㎡

会議室 電

話交換室

便所 洗面

所 その他

諸室

㎡× 全職員数 ㎡

ま の各室面積合計の ％ ㎡

車 庫 台につ ㎡ 台 ㎡別途計

議 事 堂 ㎡× 議員定数 人 ㎡

, ㎡

玄関 広

間

廊 階段

等の交通部

分

合 計

計

室 名 面 積 基 準 面 積

附

属

面

積

分 換算職員数職員数換算率
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    国土交通省 新営一般庁舎面積算定基準 参考 算定方法国土交通省 新営一般庁舎面積算定基準 参考 算定方法国土交通省 新営一般庁舎面積算定基準 参考 算定方法国土交通省 新営一般庁舎面積算定基準 参考 算定方法                                                            

国土交通省 示 新営一般庁舎面積算定基準 各省 営 事務 合理化 効率

化 定 基準 職員数 執務面積や附属面積 会議室 倉庫

等 面積 算出 ま 基準 含ま い議会機能や防災機能 福

利厚生 村民交流等 要 面積 い 固 面積 個別 積算 加算

ま 国土交通省 新営一般庁舎面積算定基準 参考 算定 庁舎 面積

㎡ ま  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

摘 要

事 務 室 ㎡× 換算職員数 ×補正係数 ㎡

職員数換算率

特 別 職 人 人

部長 次長級 人 人

課 長 級 人 人

課長代理 係長級 人 人

製図職員 人 人

一般職員 人 人

人 人

会 議 室 職員 人当た ㎡ 人増すご に４㎡増加 ×補正係数 ㎡

電話交換室 換算職員 人 人未満の場合： ㎡ ㎡

倉 庫 事務室面積の ％ ㎡

宿 直 室 １人ま ㎡ １人増すご に ㎡加算 ㎡

庁 務 員 室 １人ま ㎡ １人増すご に ㎡加算 ㎡

湯 沸 室 ㎡～ ㎡ 標準 ㎡

受付及び巡視

留

㎡× 人数× 標準 最小： ㎡ ㎡

便所及び洗面

所

職員数 人～ 人の場合： ㎡ ㎡

務 室 職員数 人～ 人の場合： ㎡ ㎡

議 会 機 能 議員定数× ㎡ 委員会室 正副議長室等 ㎡

業務支援機

能

相談室 印刷室 サ バ室等 ㎡

福利厚生関

係

更衣室 休憩室 ㎡

災害対策機

能

災害対策室等 ㎡

市民交流機

能

行政資料コ ナ 多目的スペ ス等 ㎡

機 械 室 有効面積 ㎡～ , ㎡の場合： ㎡ ㎡

電 気 室 有効面積 ㎡～ , ㎡の場合： ㎡ ㎡

自家発電機

室

有効面積 ㎡～ , ㎡の場合： ㎡ ㎡

ま の各室面積合計の ％ ㎡

車 庫 台につ ㎡ 台 ㎡別途計

, ㎡

室 名 面 積 基 準 面 積

分 換算率 職員数 換算職員数

計

玄関 廊

階段等の交

通部分

合 計

附

属

面

積

固

有

面

積

設

備

面

積
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    現状 床面積 求 方法現状 床面積 求 方法現状 床面積 求 方法現状 床面積 求 方法                                                                                                        

現在 庁舎 状況 次  

      延床面積 ㎡ 本館 別館 ハ 教育課 健康福

祉課 合計  

      用途別 床面積  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新庁舎 規模 

新庁舎 現庁舎 整備 い い災害や震災等 対 防災機能

民協働 生涯学習や く 複合施設機能 付加 情報化へ 対応及

び諸機能空間 確保 ま 臨時職員等 床面積分 加味 必要 あ ま  

総務省及び国土交通省 算定 ま 現状 執務室 狭あい化及び分散化

い 役場機能 一元化 こ 踏まえ 新庁舎 規模 限

㎡程度 想定 ま  

適正 人員 効率的 事務 執行 職員増減 対応 庁舎

効率的 事務室 ウト 図 村民 利用 ス ス

確保 周辺施設 連携 限 コンパクト 庁舎 建設

ま  

区分

事務室 ㎡

倉庫 81.【8 ㎡

会議室 電 交換室 便

所 洗面所 他諸室

」「」.80 ㎡

合 計 405.48 ㎡

玄管 広場

廊 階段等

交通部分

㎡

車庫 ㎡

議事堂 ㎡

合 計 ㎡

100.」0

184.5「

1,【】」.00

現庁舎 床面積

【1「.」0

付属面積

」】0.40
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    各付帯施設面積 算定各付帯施設面積 算定各付帯施設面積 算定各付帯施設面積 算定    

  。1) 駐車場面積 算定 

    本村 公共交通機関 少 く 交通手段 自動車 依存 い こ

来庁者 議員 公用車 必要 駐車場面積 確保 努 ま  

    当 駐車場面積 国土交通省 新営一般庁舎面積算定基準 乗

用車自動車置場 ㎡ 算定 ま 乗 降 支 いス

ス 確保 努 ま  

    来庁者駐車場 

    来庁者 利便性 考慮 庁舎附近 ま ま あ 配置 必要 規模

い 最大滞留量 近似的計算法 基 算定 ま  

    市 区 役所 窓口事務施設 調査 関龍夫著 来庁者 うち

自動車 来庁者数 統計値 想定 一般 所轄人口 ％前

窓口部門 ％前 窓口以外 来庁者数 想定 いま  

    こ 次 算定式 来庁 数 求 ま  

 

 

 

 

 

 

 

 

ま 最大滞留量 近似的計算法 岡田光正著 必要駐車 数

利用総数 均滞留時間 最大滞留量 算定 行う いま  

    こ 次 算定式 必要駐車 数 求 ま  

 

 

 

 

 

 

 

 

    一般来庁者用駐車場 必要 数 ま  

 

来庁 数 日 ＝千早赤阪村人口×人口 対 来庁者 割合×乗用車使用割合 

千早赤阪村総人口 人 成 総人口  

来 庁 者 割 合 ％ 窓口 ％ 窓口以外  

 乗用車使用割合 ％ 

窓 口 来庁者 数＝ 人× ％× ％  

窓口以外 来庁者 数＝ 人× ％× ％  

必要駐車 数＝最大滞留量 日 ＝ 日当 来庁 数 日 ×集中率 α

× 均滞留時間 分 分 

集 中 率 α ％ 一般事務所 美術館タ  

窓口部門 均滞留時間 分 想定 窓口 分 往復 分  

 窓口部門以外 均滞留時間 分 想定 

窓 口 必要駐車 数＝ 日× ％× 分  

窓口以外 必要駐車 数＝ × ％× 分  
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 議員用駐車 

    議員数 人 ま  

 

   ウ 車い 使用者用駐車場 

    ハ トビ 法 高齢者 身体 害者等 円滑 利用 特定建築物 進 関

法 施行規則第 条 け 車い 使用者駐車場施設 設置 数 基準

以 場合 あ 当 駐車 数 分 最 限確保

いま  

    こ 次 算定式 車い 使用者駐車施設 設置 数 求 ま  

 

 

    こ 高齢者専用駐車場 計 ま  

 

   エ 公用車駐車場 

    現在 配置 い 公用車 数 新庁舎 同数 配置

ま  

 

    以 来庁者用駐車場 数 ～ 合計 想定 ま  

   駐車場面積 ㎡× ＝ ㎡ 想定 ま  

 

。「) 駐輪場面積 算定 

    駐輪場 ス ス 分 想定 面積 い 分 面積 幅

ｍ×奥行 ｍ＝ ㎡ 想定 × ㎡＝ ㎡ ま

合わせ 職員用 同 面積 確保 合計 ㎡ ま  

 

  。」) 多目的広場 村民コミュニテ ス ス 面積 算定 

    新庁舎 村民 親 ま 各種 ントや憩い 場 使用 災害時   

   緊急支援物資 受け入 利用 多目的広場 村民コミュニテス

ス 設置 ま  

    多目的広場 面積 い 災害時 緊急支援物資 受け入 集積所

機能 前提 面積算定 適正 規模 設定 ま  

    多目的広場 面積 い 敷地面積 ％ 想定 ま  

 

 

 

当 駐車 数 × × 倍 ス ス ＝ 分  
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    新庁舎 敷地面積規模新庁舎 敷地面積規模新庁舎 敷地面積規模新庁舎 敷地面積規模    

   こ ま 検討 新庁舎 駐車場等及び多目的広場 村民コミ ニテ ス

ス 考慮 新庁舎 敷地面積 次 想定 ま  

   

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新庁舎 敷地規模 

   庁舎建築面積 約 ㎡ 新庁舎 規模 限 ㎡程度

場合  

   来庁者 公用車駐車場  約 ㎡ 

   ※ × ㎡ 共 通路部分含 想定 

   オ ンス ス 緑地  約 ㎡ 敷地面積 ％  

   ※敷地面積 約 ～ ％ ま  

 記 条件 想定 場合 新庁舎 敷地面積 規模 限 ㎡程度

想定 ま  
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第第第第 章章章章    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎 置置置置    

    

    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎建設候補地 検討建設候補地 検討建設候補地 検討建設候補地 検討    

  。1) 建設候補地 選定条件                             

   新庁舎 建設候補地 一般的 次 条件を備え 場所を基本 選定 こ

望 い 言わ い  

 民感情 村 歴史  

村庁舎 行政区域 中心的 施設 あ 民

感覚的 中心 場所 行政区域 中心地 ふさわ い   

村 今後 発展 展望 ビックセンタ 行政核 行政文化核

形成 期待 こ 好 い   

 

 交通環境 交通事情 交通ネッ ワ ク 状況  

来庁者 利便性や職員 通勤を考え 鉄道 駅やバ タ ミナ 近いこ

あ い 区域 主要幹線道路 接 い こ 大 自治体 交

通ネッ ワ ク 十 配慮 必要 あ  

 

 敷地周辺 状況 公共公益施設 状況   

敷地周辺 土地利用状況 び今後 動向を検討 必要 あ   

国や都道府県 出 機関や公共施設 付近 立地 い う

文化施設 近 あ う 目安 周辺 公共 公益 文化

施設 あ 場合 施設 集合 相乗効果 期待   

 

 景観  

都 構造 文脈を読 取 都 計 的 置 を考え こ 必要

そ 地域 環境 調和 う を検討 必要 あ  

  

 敷地条件 大 さ 形状 高 差等   

駐車場を確保 将来 増築 対応 大 さ 好 い 甚 不整

形 あ 起伏 大 過 いこ 重要   

地質条件や過去 災害状況を調査 地震 火災 水害等 災害 対 安全性

を検討 必要 あ  

 

 用地費 新規 用地取得 場合   
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 敷地 法的条件 地域指定   

 

現実 べ 条件を満 い ケ 本村 事情 応 候

補地選定 条件を重視 決  

候補地選定 当 村 地を基本的 選定  

 

  。「) 新庁舎建設候補地 比較 検討 

    新庁舎 建設候補地 比較検討 い 次 新庁舎建設候補地比較検討表

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新庁舎建設候補地比較 検討

歴史観光 点 周辺地 し 置 け ○ 歴史観光 点 し 置 け ○

整備済 ◎ 整備済 ◎

府道富田林市五条線 ◎ 村道水分延命寺線 幅員狭くアクセス 悪い

周辺 宅 多く 経済効果 小さい 周辺 宅 少 く 経済効果 小さい

活動 点 し 集ま 易い ○ 交通アクセス 悪く 集ま くい

バス路線あ ◎ バス路線 し ×

徒歩 自転車 アプ チ困 自動車 良 ○ 徒歩 自転車 アプ チ困 自動車 不良

保健センタ 簡易郵便局 近接 ○ い い サ ンくす 郷土資料館 道 駅 近接

少し い ○ い い サ ン 近接し い ◎

敷地面積 小さいた 少 い 敷地面積 大 い 道 駅駐車場 共通利用 ○

急傾斜危険区域 防止対策済 宅地造成工事規制区域 地す 危険区域 一部 ※郷土資料館付近

敷地 東 千早川 西側 急傾斜面 田 集積 防災ス ス 広い ○

面アクセス 府道道路幅 広い ○ 面アクセス 道路幅 狭い

駐在所 消防分署 やや近い ○ 駐在所 消防分署 やや近い ○

村有地 ◎ 村有地 周辺 民地 た 用地取得 必要 ○

約 ， ㎡ 約 ， ㎡ ◎

不整形 少し不整形 ○

良い ○ 現駐車場 盛土 不安定

同一敷地 高 差 あ 段差 大 いた 大 い 高 差 いた 少 い ○

敷地 やや狭いた 層計画 不可 中高層計画 敷地 広いた 中高層計画 可能 ○

必要 不要 ○

駐車場整備 村道 幅整備

地

計画 経済性

用地取得 確実性

敷地面積

敷地 形態

関係機関 連携

福祉施設 置

関係

敷地造成

庁舎 階数 構造等

仮設庁舎

建設コス 附帯設

備

都市機能 集積

敷地 歴史性 現庁舎 置 し 長 村民 定着

防災 点 安全性

災害区域指定等

周辺 地形

災害時 アクセス

協働 く

民参加

楠公誕生地 史跡 集積し お 歴史文 点

駐車場設置ス ス

まち く 整合性

総合計画 整合

性

都市基 整備 汚

水

道路

周辺経済 影響

村民 利便性

広域的交通

アプ チ 動線

周辺施設 保健センタ 簡易郵便局 い い サ ンくす 郷土資料館 道 駅 楠公史跡

現在 使用状況 役場庁舎 使用 文 施設 使用

％ ％ ％ ％

日影規制 あ 高さ ｍを超え 場合 あ 高さ ｍを超え 場合

接道道路 府道富田林市五条線 村道水分延命寺線

基 礎 タ

所在地 千早赤阪村大 水分 番地 千早赤阪村大 水分 番地

約 ， ㎡ 約 ， ㎡

地域地区 市街 区域 第一週 居地域 建基法 条区域 市街 区域 第一週 居地域 建基法 条区域

建 い率 容積率

敷地面積

比較候補地

現庁舎 くす 周辺

比較検討事項
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    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎建設候補地 概算事業費 比較 検討建設候補地 概算事業費 比較 検討建設候補地 概算事業費 比較 検討建設候補地 概算事業費 比較 検討    

  。1) 概算事業費を試算 条件整理 

現庁舎 周辺 ヵ所 新庁舎建設候補地 概算事業費を

比較 検討 新庁舎 規模 検討 を踏 え 基本条件を地 階建

以 階建 いう 及び地 階建 以 屋 いう 想定

 

建築物 構造 鉄筋コンク ＲＣ 造 木造 Ｗ造 を想定

 

 

概算事業費試算 基本条件  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 。「) 概算事業費 試算                             

    概算事業費試算を前述 基本条件を踏 え 国土交通省 新営予算単価 成「5

度版 基 本体工事費 を試算 次  

試算 用い 条件等 次  

 

● 階建 場合

項目 面積 規模等 備考

新庁舎 延床面積 」,000㎡ 鉄筋コンク 木質化 又 木造

建築面積 1,000㎡ 階建 盛土低１0.5ｍ

駐車場 1,000㎡ 来庁者 議員

多目的広場 1,000㎡

プン 緑化施設 通路等供

用施設

※敷地面積約」,000㎡

● 屋 場合

項目 面積 規模等 備考

新庁舎 延床面積 」,000㎡ 鉄筋コンク 木質化 又 木造

建築面積 」,000㎡ 屋 盛土低１0.5ｍ

駐車場 1,000㎡ 来庁者 議員

多目的広場 1,000㎡

プン 緑化施設 通路等供

用施設

※敷地面積約5,000㎡
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基本条件  

階建 国土交通省新営予算単価 庁舎モ ＲＣ- 階 ，

㎡ 庁舎モ Ｗ- 階 ㎡ 試算 ※免震構造 採用

を想定 本体工事費 ％ を加算  

屋 同予算単価 庁舎モ ＲＣ- 階 ㎡ 庁舎モ

Ｗ- 階 ㎡ 試算  

※免震構造 採用  

 新庁舎建設候補地 う 現庁舎 場合 敷地面積 限 あ 屋 困難

あ 階建 試算  

  

工事別条件  

 本体工事 

  周辺 一部 地 べ 危険区域 あ 地震力確保

基礎 い 既製コンク 杭 を施 こ を想定 い  

 

 用地費 

  試算 用い ㎡当 土地購入価格 現在村 使用 い 成 路線

価格を参考 試算 い 実際 土地取引価格 い 実勢価

格等を含 不動産鑑定 算出 試算価格 比べ  

   周辺  

    街化調整区域 成 路線価格 ， /㎡ ． 割戻 ，

/㎡  

   現庁舎周辺  

    街化区域 成 路線価格 ， /㎡ ． 割戻 ，

/㎡  

  土地購入面積 庁舎 い 階建 又 屋建 を前提条件

敷地面積 庁舎 駐車場 プン を想定 い 土地購入

現庁舎周辺 新 空地 い 周辺 場合

新 土地購入費を想定  

 

 外溝工事 

  造成費 構 情報通信網。ＬＡＮ幹線 水道引込工事費 水道接続工事費 そ

他工事費 や 担金 建設 置 土地 形状及び周辺 状況 実情 合

わせ 別途積算 必要 あ  
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新
庁

舎
建

設
候
補

地
概
算

事
業

費
試

算
※

国
土
交

通
省

 
新

営
予
算

単
価
参
照

 

                                 

構造

階数 屋 屋

置 現庁舎 くす 周辺 くす 周辺 現庁舎 くす 周辺 くす 周辺

新庁舎延床面積

新庁舎建築面積 , ㎡ , ㎡

新庁舎敷地面積 , ㎡ , ㎡ , ㎡ , ㎡ , ㎡ , ㎡

本体工事費 , , , , , ,

免震工事費 , , , ,

用地費 , , , ,

外溝工事費 , , , , , ,

解体工事費 既 , ,

仮設庁舎費 , ,

基本設計 実施設計 , , , , , ,

理費 , , , , , ,

史跡発掘費 , , , , , ,

そ 他移設費 電算 水

道 メ タ 防災無

線設備等

, , , , , ,

消費税 , , , , , ,

合計 , , , , , , , , , , ,

本体工事 ㎡当た 単価

※本体工事等概算事業費 単 千 す

階建

, ㎡

, ㎡

※現庁舎 敷地面積 , ㎡ た , ㎡ します

ＲＣ造ＲＣ造ＲＣ造ＲＣ造

※構 情報通信網(LAN幹線 水道引込工事費 水道接続工事費 そ 他工事費 や負担金 建設 置 土地 形状及び周辺 状況 実

情 合わせ 別途計 す 必要 あ ます

Ｗ造Ｗ造Ｗ造Ｗ造

階建

, ㎡

, ㎡
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    新庁舎建設候補地 考察新庁舎建設候補地 考察新庁舎建設候補地 考察新庁舎建設候補地 考察    

概算事業費 試算 全体的 事業費 屋 比較 階建

約 割程度割安 い こ 屋 場合 建築面積 非常 大

点 大 要因 あ 考え 更 今回 概算事業費 積算

い い造成費を勘案 場合 敷地面積 大 造成費 増大 こ 考え

 

周辺 及び 現庁舎周辺 候補地別 見

周辺 用地費 街化調整区域 いうこ あ 全体的 安価

あ 一定 公共空地を こ 可能 利活用 や い環境 あ い

え  

一方 現庁舎周辺 街化区域 いうこ あ 用地費 やや割高 現

庁舎 置 建 替え 仮設庁舎 建設費用 電算機器 移設

経費 大 費用 担 必要 現庁舎 急傾斜地崩壊危険区

域 置 文化 保護区域 あ 史跡 試掘調査 必要

そ 調査期間 概 を要 庁舎 老朽化 耐震性能 不足 バ アフ

化 遅 庁舎を取 巻 諸問題 深刻 状況 あ 限 早期 建

設を行う必要 あ  

 

以  新庁舎建設候補地 検討 。「) 新庁舎建設候補地

比較 検討 及び  新庁舎建設候補地 概算事業費 比較 検

討 」  新庁舎建設候補地 概算事業費 考察 を総合的 勘案 新

庁舎 置 次 想定  

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新庁舎 置 

新庁舎建設候補地 選定理由  

 村 地を含 新庁舎建設 十 用地 確保 容易 あ

比較的安価 あ こ  

   第 次総合計 歴史観 拠点 概 本村 中心 置

歴史 観 地域資源を活 や地域 活性化を進

拠点 こ  

   防災面 土砂災害危険区域 危険区域外 災害時 十

活動 確保 場所 防災機能 十 果 せ 環境 あ

こ  

記 理由 新庁舎 置 周辺 望 い  
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第第第第 章章章章    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎 配置計画配置計画配置計画配置計画    

    

    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎 事 室等 配置計画事 室等 配置計画事 室等 配置計画事 室等 配置計画    

   新庁舎 事 室等 配置計画 つい 整備方針 規模及び位置 つい

検討結果を踏まえ 次 方針等 適切 配置 ま  

。1) 新庁舎 事 室等 配置方針 

業 特性 来庁者 利便性 配慮 配置 ま  

業 連携 必要 部署 可能 限 近接 配置 ま  

特別職 災害対策本部 機能 緊急時 迅 対応 可能 配置

ま  

サ バ 重要 情報通信機能や非常用設備等 防災機能 バック ップ

体制 確保 う整備を行いま  

 

。「) 議会 配置方針 

議会 独立性を確保 行政関連部署 動線 重 い う 配慮

議場及び議会関連諸室 機能性や 傍聴者 動線 配慮 配

置 ま  

 

。」) 多目的ス ス等 配置方針 

多目的ス スや情報公開コ 会計窓口 来庁者 利用 機会 多

い設備等 利便性を考慮 配置 ま  

 

。4) 他 

車い 利用者を 障 い者 配慮 施設整備を行いま  
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    新庁舎及び付帯施設 配置計画新庁舎及び付帯施設 配置計画新庁舎及び付帯施設 配置計画新庁舎及び付帯施設 配置計画    

新庁舎及び付帯施設 配置計画 つい 前項 同様 整備方針 規模及び位置

つい 検討結果を踏まえ 次 方針等 適切 配置 ま

 

。1) 新庁舎及び付帯施設 配置方針 

 新庁舎 配置方針 

来庁者 利便性向上及び業 効率向上 視点 庁舎機能 一体的 整備

ま  

近隣へ 日影 影響 関連施設及び公道 接続性を考慮 配置 ま  

 

 来庁舎 駐車場 駐輪場 配置方針 

来庁者 利便性向上 全性確保 観点 庁舎 隣接 場所 来庁者

駐車場 駐輪場を確保 ま  

特 障 い あ 人 高齢者 妊婦 乳幼児を連 来庁者 駐車場 玄関

最寄 設けま  

 

 公用車 議員駐車場 駐輪場 配置方針 

公用車等 駐車場 来庁者 動線 重 い う 配置 ま  

公用車 議員駐車場及び駐輪場 庁舎 隣接 場所 確保 ま  

 

 緊急車両 大型車両 駐車場 配置方針 

多目的広場 村民コ ュ テ ス ス 連携 利用 可能 位置 確保 

ま  

 

 多目的広場 村民コ ュ テ ス ス 配置方針 

多目的広場 村民コ ュ テ ス ス 災害時 け 支援物資 受け 

入 及び集積所 活用 う 来庁者駐車場 緊急車両 大型車両

駐車場等 オ プンス ス 連続性を保つ う 配置 ま  

 

 他 

庁舎及び付帯施設 接続 歩行者通路 を適切 配置 利用者 全

性や利便性 確保 努 ま  

自動車 来庁者 公道 正面玄関へ直接 プロ チ う プロ

チ道路を適切 配置 ま  

緑化 施設 緑陰 効果 配慮 適切 配置 ま  
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く ル周辺 公共交通網 いこ 新 公共交通システ や

路線バス 乗 入 つい 検討を行い 公共交通網 確保を図 ま

ま 従来 府道富田林五条線沿道 クセス 課題 あ こ 道

路整備 有効 クセス手段 つい 検討を行いま  

 

。「) 新庁舎及び付帯施設 配置 具体的 方針 

具体的 配置 方針 第 章 新庁舎 規模 い 検討 規模 第 章

新庁舎 位置 い 選定 候補地域 土地利用や用途 を 案

都市計画法や建築基準法 関係法令 規定を遵 基本設計 い 検討 決

定 ま  
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第第第第 章章章章    新庁舎新庁舎新庁舎新庁舎 事業計画事業計画事業計画事業計画    

    

    概算事業費概算事業費概算事業費概算事業費    

  。1) 概算事業費 試算 

    第 章 新庁舎 位置 検討結果を踏 え 概算事業費を以下 試 

算  

新庁舎 階数及び構造等 ＲＣ造 階建 屋 Ｗ造 階建 屋

を想定 い 基本設計 段階 い 階数及び構造 村を取 巻く自然

調和 た庁舎 う詳細 検討を行い 過疎対策事業債 活用 可能 限

経費 縮減 努  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新庁舎建設候補地 概算事業費 試算※国土交通省 新営予算単価参照

構造

階数 階建 屋 階建 屋

位置

新庁舎延床面積

新庁舎建築面積 , ㎡ , ㎡ , ㎡ , ㎡

新庁舎敷地面積 , ㎡ , ㎡ , ㎡ , ㎡

本体工事費 , , , ,

免震工事費 , ,

用地費 , , , ,

外溝工事費 , , , ,

解体工事費 既存

仮設庁舎費

基本設計 実施設計 , , , ,

監理費 , , , ,

史跡発掘費 , , , ,

そ 他移設費 電算 水

道テ メ タ 防災無

線設備等

, , , ,

消費税 , , , ,

合計 , , , , , , ,

本体工事 ㎡当た 単価

※本体工事等概算事業費 単位 千 す

※構 情報通信網(LAN幹線 水道引込工事費 水道接続工事費 そ 他工事費 や負担金 建設

位置 土地 形状及び周辺 状況 よ 実情 合わせ 別途計 す 必要 あ ます

※現庁舎 敷地面積 , ㎡ ため , ㎡ します

くす ホ 周辺

, ㎡

ＲＣ造ＲＣ造ＲＣ造ＲＣ造 Ｗ造Ｗ造Ｗ造Ｗ造
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今後 庁舎 求 必要 機能 精査や周辺施設 機能分担 検討を詳細

行い 防災機能や生涯学習機能 十分勘案 事業計画を検討  

 

    源源源源    

本村 こ 行 政改革 取組 政調整基金 成 度決算約

， , 千円 を積立 た 本事業 基金 起債 過疎対策事

業債等 及び一般 源等 拠出 新庁舎建設を行うこ 特 防

災機能 ペ 地域活動や生涯学習 ペ つい 過疎対策事業債 元利償還

％：地方交付税参入 を最大限活用 建設費用を 源 調達方法

将来的 政予測 つい 詳細 検討を行い 担軽減を図  

    

    事業 ケ ュ事業 ケ ュ事業 ケ ュ事業 ケ ュ     

  事業 ケ ュ 次 想定 庁舎 耐震性能 不足やバ アフ

化 遅 庁舎を取 巻く諸問題 深刻 状況 あ 限 早期 建設を行う

た 事業 ケ ュ 短縮化 努 こ 望 い 考え  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 成 度 成 度 成 度 成 度 成 度

基本計画

基本設計

実施設計

調査

確認申請等

本体工事

外溝工事等


